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A Study on the Temporary Differences of Tax Effect Accounting 
 




わが国では、2007 年 8 月に企業会計基準委員会と国際会計基準審議会との間で、IAS・IFRS
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税額控除を総称して「一時差異等」という 9)。一時差異等の範囲は、図 3 に区分することが
できる。 
 
図 3 期間差異と一時差異（一時差異に準ずるものを含む） 
企業会計と税務
会計との差額 

















































例証 1 反復的差異 
⑴ 設定条件 
 ①各年度の期首に取得原価 500 千円の備品を毎期購入する。 
 ②各備品の償却期間は 4 年、残存価額 0 円とする。 
 ③企業会計上は「定額法」、税務申告書上は「級数法」で償却を行う。 
 ④法人税等の税率は、40%とする。 
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⑵ 貸借対照表（備品）                      （単位：千円） 
      1年目   2年目   3年目   4年目   5年目   6年目 
備品1    500        500        500        500            
備品2             500        500      500     500       
備品3                        500    500    500    500 
備品4                     500      500    500 
備品5                           500    500 
備品6                                                  500  
合計     500      1,000      1,500      2,000      2,000      2,000 
償却累計額   125        375        750      1,250      1,250      1,250  
未償却残高    375        625        750        750        750        750  
 
⑶ 損益計算書（減価償却費）                  （単位：千円） 
      1年目   2年目   3年目   4年目   5年目   6年目 
備品1    125    125     125    125       
備品2          125    125      125    125    
備品3               125      125    125    125 
備品4                     125    125    125 
備品5                          125     125 
備品6                                    125  
合計      125        250       375      500      500      500  
 
⑷ 税務申告書（備品）                     （単位：千円） 
     1年目   2年目   3年目   4年目   5年目   6年目 
備品1    500    500     500     500 
備品2          500     500       500     500    
備品3                500      500     500     500 
備品4                      500      500     500  
備品4                                  500     500  
備品6                                     500  
合計     500      1,000      1,500      2,000      2,000      2,000  
償却累計額    200        550      1,000      1,500      1,500      1,500  
未償却残高    300        450        500        500        500        500  
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⑸ 税務申告書（減価償却費）                    （単位：千円） 
    1年目      2年目    3年目       4年目      5年目      6年目 
備品1     200     150     100       50       
備品2            200     150        100      50    
備品3                  200       150     100     50 
備品4                         200      150     100 
備品5                               200      150 
備品6                                        200  
合計      200      350      450      500      500      500  
 
⑹  税効果額の算定                          （単位：千円） 
         1年目    2年目    3年目    4年目    5年目    6年目 
差異発生額       75     100      75       0       0       0 
税効果額（40%）   30      40       30         0       0       0 
税効果累計額      30     70      100      100     100     100 
 
この事例における反復的差異の場合、備品を個々に一時差異等を把握すると、1 年目差異
発生額 75 千円（200 千円税務上－125 千円会計上）、2 年目差異発生額 25 千円（150 千円税
務上－125 千円会計上）、3 年目差異発生額－25 千円（100 千円税務上－125 千円会計上）、







と、3 年目以降の備品の未償却残高は、上記⑵貸借対照表（備品）では 750 千円であり、⑷
税務申告書（備品）では、500 千円で一定となる。当該差額（750 千円－500 千円）に税率 40%
を乗じた金額 100 千円が税効果累計額として計上される。これは、一時差異等は、1 年目お
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将来の税金支払額への影響が実際にあるか否かにより判断するため、反復的差異は、法人税
等の期間配分の対象から除外することになる 12)。 































により、未払税金の場合には、実際に支払われる期の予測税率 14)  により算定され、差異解消
期間の税率が適用され、翌期以降に税率の変更や新税が賦課されれば修正計算を行う 15)。 











例証 2 繰延法と資産負債法の相違 
⑴ 設定条件 
①1 年目期首に取得原価 60,000 円の備品を購入した。 
②企業会計上の減価償却は、定額法（残存価額 0 円、耐用年数 4 年）により行う。 
③税務申告書上の減価償却は、初年度に一括費用処理する。 
④税率は、1 年目、2 年目は 40%、3 年目、4 年目は 36%とする。 
 ＊3 年目、4 年目の税率の変更は 1 年目においてすでに明らかであった。 
⑤各事業年度の減価償却費および法人税等の控除前利益は、各年 200,000 円とする。 
⑥税負担率は、当期税負担額÷税引前利益により算出する。小数点以下四捨五入による。 
 
⑵ 法人税等の算定                      （単位：円） 
1 年目     2 年目     3 年目      4 年目 
控除前利益   200,000      200,000     200,000      200,000 
機械購入費用   60,000                                       
課税所得    140,000       200,000     200,000      200,000 
税率        40%           40%           36%           36% 
法人税等     56,000         80,000         72,000        72,000 
 
⑶  繰延法による損益計算書および貸借対照表 
            損益計算書（一部）          （単位：円） 
1 年目     2 年目     3 年目     4 年目 
控除前利益   200,000    200,000    200,000        200,000 
減価償却費    15,000        15,000        15,000       15,000 
税引前利益    185,000       185,000       185,000        185,000 
法人税等     56,000      80,000      72,000         72,000 
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税効果額      18,000    －6,000    －6,000      －6,000 
当期税負担額   74,000      74,000        66,000       66,000  
当期純利益   111,000      111,000       119,000      119,000 
（税負担率）     40%     40%        35.7%         35.7% 
 
「期間差異の算定（減価償却費の差額）」（単位：円） 
           企業会計上  税務申告書上  
期間差異：1 年目    15,000   －    60,000   ＝－45,000 
期間差異：2 年目    15,000             0    ＝  15,000 
期間差異：3 年目    15,000             0    ＝  15,000 
期間差異：4 年目    15,000             0    ＝  15,000 
 
「税効果額の算定」                   （単位：円） 
    1 年目     2 年目     3 年目     4 年目 
期間差異    －45,000     15,000     15,000     15,000 
税率        40%      40%      40%      40% 
税効果額    －18,000      6,000        6,000         6,000 
 
           貸借対照表（一部）             （単位：円） 
         1 年目     2 年目     3 年目     4 年目 
備品       60,000     60,000     60,000     60,000 
減価償却累計額  15,000     30,000     45,000     60,000 
繰延税金負債   18,000     12,000      6,000             0 
 
⑷ 資産負債法による損益計算書および貸借対照表 
           損益計算書（一部）        （単位：円） 
    1 年目      2 年目     3 年目      4 年目 
控除前利益   200,000     200,000     200,000     200,000 
減価償却費    15,000        15,000        15,000       15,000 
税引前利益    185,000       185,000       185,000      185,000 
法人税等     56,000      80,000      72,000      72,000 
税効果額      16,800     －6,000     －5,400       －5,400 
当期税負担額   72,800      74,000        66,600       66,600 
当期純利益   112,200      111,000       118,400      118,400 
（税負担率）   39.4%           40%         36%        36% 
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「期間差異の算定（減価償却費の差額）」       （単位：円） 
           企業会計上  税務申告書上  
期間差異：1 年目    15,000 －  60,000   ＝－45,000 
期間差異：2 年目    15,000       0   ＝  15,000 
期間差異：3 年目    15,000       0   ＝  15,000 
期間差異：4 年目    15,000       0   ＝  15,000 
 
「税効果額の算定」                 （単位：円） 
1 年目の繰延税金負債：16,800 
          2 年目    3 年目      4 年目 
期間差異     15,000    15,000    15,000  
税率        40%     36%     36% 
税効果額      6,000  ＋   5,400   ＋  5,400 ＝16,800 
2 年目の繰延税金負債：10,800 
          3 年目     4 年目   
期間差異     15,000    15,000 
税率        36%     36% 
税効果額      5,400   ＋   5,400 ＝10,800 
3 年目の繰延税金負債：5,400 
          4 年目 
期間差異     15,000 
税率        36% 
税効果額      5,400   
4 年目の繰延税金負債：0 
  貸借対照表                 （単位：円） 
         1 年目    2 年目    3 年目    4 年目 
備品       60,000    60,000    60,000    60,000 
減価償却累計額  15,000    30,000    45,000    60,000 






る１年目の税引前利益は 185,000 円であり、当期税負担額は 74,000 円である。税引前利益
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185,000 円に 1 年目の税率 40%を乗じた金額 74,000 円と等しくなる。しかし、期間差異の解
消期間である 4 年目では、税引前利益は 185,000 円であり、当期税負担額は 66,000 円である。






 また、資産負債法により税効果額を計算すると、一時差異の発生期間である 1 年目の税引
前利益は 185,000 円であり、当期税負担額は 72,800 円である。税引前利益 185,000 円に 1 年
目の税率 40%を乗じた金額 74,000 円とは等しくならない。しかし、一時差異の解消期間であ
る 4 年目では、税引前利益は 185,000 円であり、当期税負担額は 66,600 円である。税引前利








































2007 年 8 月に、わが国の企業会計基準委員会（Accounting Standards Board of Japan：ASBJ）
と国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board ：以下、IASB と略す）との
間で、IASB の前身である国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee：
IASC）が作成した IAS および IASB が作成・公表している IFRS への日本基準の収斂を目指
す合意が締結された。これを受け、わが国の会計基準が 2011 年 6 月末までに IAS・IFRS に
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